
 1 / 3 
 

入札公告文例 新旧対照表［建設コンサルタント業務条件付き一般競争入札（総合評価）］ 
新 旧 

○公告文例（総合評価【企業実績評価型】） 

 

４ 入札参加資格確認申請等 

（１）～（２） 略 

（３）総合評価に係る技術資料の提出 

入札に参加しようとする者は、入札参加資格確認申請書等の

提出の際に、発注概要書に示す総合評価に係る技術資料（以下

「技術資料」という。）を併せて提出するものとする。 

なお、技術資料は次により取り扱うものとする。 

 ① 技術資料の作成に要する費用は入札者の負担とし、返却

は行わないものとする。 

   ② 技術資料の提出後における内容変更、差替え、再提出は

認めないものとする。ただし、技術資料の確認根拠資料に

ついて、不備、不足により契約担当者が認めた場合は再提

出することができる。 

（４）～（７） 略 

 

７ 技術資料の審査 

（１）～（２） 略 

（３）前項において、入札価格に基づく価格点と入札者の自己評価

に基づく技術評価点を加算した総合評価点の最も高い者が２

者以上であるときは、電子入札運用基準第１６に定めるくじの

○公告文例（総合評価【簡易型】） 

 

４ 入札参加資格確認申請等 

（１）～（２） 略 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（６） 略 

 

７ 技術資料の審査 

（１）～（２） 略 

（新設） 
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新 旧 
方法により順位を決定し、最上位者について技術資料の審査を

行うものとする。 

（４）前２項の審査の結果、総合評価点の第１位の者に変動が生じ

た場合は、変動後の総合評価点の最も高い者について前２項の

審査を行い、総合評価点の第１位の者が決定するまで同じ作業

を繰り返すものとする。 

（５） 略 

 

８ 落札者の決定方法 

（１）契約担当者は、７（２）、（３）に基づく審査後の総合評価点

が最も高い者を落札候補者とする。予定価格の制限の範囲内で

入札した者のうち、入札者の申請に基づく価格以外の評価点と

入札価格に基づく価格点で算出した総合評価点の最も高い者

について、あらかじめ提出された総合評価に係る技術資料によ

り、総合評価点の審査を行う。その結果、審査後の総合評価点

が最も高いときは当該者を落札候補者とする。この場合におい

て、落札候補者が２者以上であるときは、電子入札運用基なお、

入札者が１者であった場合は、７（５）に基づく第１位の者を

落札候補者とする。 

（２） 略 

（３）（２）によっては落札者が決定しなかった場合は、予定価格

の制限の範囲内で入札した者のうち、７（２）に基づく審査後

の総合評価点が当該落札候補者の次に高い者（該当する者が２

 

 

（３）前２項の審査の結果、総合評価点の第１位の者に変動が生じ

た場合は、変動後の総合評価点の最も高い者について前２項の

審査を行い、総合評価点の第１位の者が決定するまで同じ作業

を繰り返すものとする。 

（４） 略 

 

８ 落札者の決定方法 

（１）契約担当者は、予定価格の制限の範囲内で入札した者のうち、

入札者の申請に基づく価格以外の評価点と入札価格に基づく

価格点で算出した総合評価点の最も高い者について、あらかじ

め提出された総合評価に係る技術資料により、総合評価点の審

査を行う。その結果、審査後の総合評価点が最も高いときは当

該者を落札候補者とする。この場合において、落札候補者が２

者以上であるときは、電子入札運用基準第１６に定めるくじの

方法により順位を決定し、最上位者を落札候補者とする。なお、

入札者が１者であった場合は、７（４）に基づく第１位の者を

落札候補者とする。 

（２） 略 

（３）（２）によっては落札者が決定しなかった場合は、予定価格

の制限の範囲内で入札した者のうち、７（２）に基づく審査後

の総合評価点が当該落札候補者の次に高い者（該当する者が２
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新 旧 
者以上である場合は７（３） の方法により最上位者を決定す

る。ただし、７（３）の   くじにより決定された者である

場合は当該くじの次順位者とする。）を落札候補者とし、（２）

の確認等を行うものとする。 

（４）～（７） 略 

 

 

○公告文例（総合評価【技術提案型】） 

 

４ 入札参加資格確認申請等 

（１）～（２） 略 

（３）総合評価に係る技術資料の提出 

入札に参加しようとする者は、入札参加資格確認申請書等の

提出の際に、発注概要書に示す総合評価に係る技術資料（以下

「技術資料」という。）を併せて提出するものとする。 

なお、技術資料は次により取り扱うものとする。 

 ① 技術資料の作成に要する費用は入札者の負担とし、返却

は行わないものとする。 

   ② 技術資料の提出後における内容変更、差替え、再提出は

認めないものとする。ただし、技術資料の確認根拠資料に

ついて、不備、不足により契約担当者が認めた場合は再提

出することができる。 

（４）～（７） 略 

者以上である場合は（１）後段の方法により最上位者を決定す

る。ただし、当該落札候補者がくじにより決定された者である

場合は当該くじの次順位者とする。）を落札候補者とし、（２）

の確認等を行うものとする。 

（４）～（７） 略 

 

 

○公告文例（総合評価【標準型（技術提案型）】） 

 

４ 入札参加資格確認申請等 

（１）～（２） 略 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（６） 略 

 


